




 
 
 
 
 
 

トリチウム研究会 
～トリチウムとその取り扱いを知るために～ 

 
 

主催 一般社団法人 日本原子力学会 

後援 独立行政法人 日本原子力研究開発機構 

 
 
 
 

プログラム 
  
 
◎12：30 開場・受付開始 
 
 
○13：00 開会 

 

「環境中のトリチウム」    百島則幸 九州大学 教授 

 
「環境生態系のトリチウム影響」   宮本霧子 海洋生物環境研究所 研究参与 
 
「トリチウムの分離」    小西哲之 京都大学 教授 
 
「規制と管理」     小野寺淳一 日本原子力研究開発機構 
 
「原子力施設における  
 トリチウムの取り扱い経験」  白鳥芳武 日本原子力研究開発機構 
 
「福島第一原子力発電所の汚染水 

の現状と汚染水中のトリチウム」  内田俊介 元東北大学 教授 
 
「総合討論」     司会 田中 知 東京大学 教授 
  

 

○17:00 閉会 

 

 

 

－以 上－ 

 

※ 本資料の複写・転載の際は、日本原子力学会もしくは日本原子力研究開発 
   機構福島技術本部までお問い合わせいただきますようお願いいたします。 





トリチウム研究会   ～トリチウムとその取り扱いを知るために～ 

講演番号 1 

 
「環境中のトリチウム」 

 

百島 則幸 

九州大学 教授 

 

 地球上に生きる動植物の生命を維持する上でなくてはならないものの一つである水は、私たちの体

重の 60～70％を占め、その水にはトリチウムが含まれている。トリチウムは半減期 12.3年でβ壊変

してヘリウム-3 になる水素の放射性同位体である。大気上層において、陽子や中性子と大気を構成

する窒素原子や酸素原子との核反応により、トリチウムは定常的に生成されている。トリチウムは、

空気中の水蒸気、雨、海水や地表水などに広く存在し水と一緒に自然界を循環しているため、大昔か

ら人類は、環境中のトリチウムを飲料水あるいは食物として摂取してきた。光合成を出発とするトリ

チウムの有機物への変換は、トリチウムの環境サイクルの重要な部分を占め、食物連鎖を介して人へ

トリチウムは移行する。 

天然トリチウムが形成していた定常的な状態、すなわち大気上層における生成量と地球上のトリチ

ウムの壊変量が釣り合った状態は、1950-60年代に活発に実施された大気圏核実験により大きく乱さ

れた。大気圏核実験によって成層圏や対流圏に放出された人工的なトリチウムのために、1952 年以

降は降水中のトリチウム濃度は増加し、1963～1964 年のピーク時には天然レベルの 100 倍を越える

値が現れた。大気圏核実験停止に伴い、日本を含め世界中の降水中のトリチウム濃度は年々減少して

いき、現在は天然レベルに戻っている。核実験トリチウムは、最終的には海に移行するが、海には大

量の水が存在するので濃度増加はほんのわずかである。 

トリチウムは原子炉燃料棒中のウランの三体核分裂により生成し使用済みの核燃料中に蓄えられ

ている。原子炉では水が減速材として使用されるので水に含まれている重水素（0.015％）の中性子

捕獲でトリチウムが生成する。カナダで開発されて韓国やルーマニアに導入されている CANDU 炉は重

水（D2O）を減速材としているため、軽水炉に比べると大量のトリチウムが生成し、周辺環境のトリ

チウムレベルが増加している。ほとんど全ての原子力発電所や核燃料再処理工場ではトリチウムの回

収を行なっていないため、トリチウムはすべて環境へ放出される。海洋放出されたトリチウム大量の

海水で希釈される。また、気体廃棄物として煙突から環境放出されたトリチウムの一部は、施設近傍

に直接あるいは雨で降下するが、雨等により希釈をうける。 

トリチウムは液体シンチレーションカウンターによる測定が広く行われている（液体シンチレーシ

ョン計測法、LSC法）。LSC 法では水としてトリチウムを測定するので、河川水、湖水、雨水、海水等

には大変好都合であるが、有機物は燃やして水にする必要がある。質量分析法は LSC法より低い濃度

まで測定できるが利用できる装置は限られている。 

福島原子力発電所事故によりトリチウムが環境へ放出された。原発に近い福島県内の陸水のトリチ

ウム濃度に少し上昇が見られたが、そのレベルは 1980 年代より小さかったことから環境影響はほと

んどなかったといえる。 
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Estimation of tritium released from core to stagnant water at FDNPP site  

Atomic Energy Society of Japan 2013 

Nishihara et al., 
Transactions of the Atomic Energy Society of Japan Vol. 11, 
No. 1, p. 13-19 (2012), doi:10.3327/taesj.J11.040 
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Kakiuchi, H. et al., Sci. Rep. 2, 947 (2012). 
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トリチウム研究会   ～トリチウムとその取り扱いを知るために～ 

講演番号 2 

 
「環境生態系のトリチウム影響」 

 

宮本 霧子 
（公財）海洋生物環境研究所 研究参与 

 
１．環境生態系とは 

 

  気圏・水圏・植物圏・動物圏・土壌圏・微生物圏、 無機物・有機物、 金属・非金属、 

天然物・人工物、 気体・液体・固体 

 

 → 人が利用可能な農・林・畜・水産の食品群 

 

・「環境放射線モニタリング指針」に基づき原子力施設周辺住民の健康・安全を確保。 

・食品安全関連の法体系に基づき国民の健康・安全を確保。 

 

 

２．トリチウムによる放射線被ばく 

 

  最高 18keVの純β線を放出、半減期 12.3 年、内部被ばく影響のみ 

  吸入被ばく（皮膚・肺）、経口被ばく（水・食物） 

 

 

３．トリチウムの線量係数 

 

  トリチウムの線量係数は小さく、Cs-137等の 1000分の 1。 

 

線量係数：放射線を利用するにあたって、人体を防護するために必要な数値等（管理のための

目安）を設定するため、ICRP が国際的な科学的知見を整理・評価して、放射性核種別に勧

告した数値。作業者、または公衆（年齢別）が、1 Bq の放射性核種を摂取した時の実効線

量 (Sv) に相当する。 

 

ICRP(国際放射線防護委員会) ：放射線科学の専門家の立場から放射線防護に関する勧告を行う

国際的な学術組織。X線の利用が盛んになる 1928年にその母体が英国に成立。放射線防護

方策の基礎となる基本原則を検討し、順次出版物によって勧告を行っている。新しい知見

が得られればパラメータを改訂して勧告し直す。出版物引用を ICRP＋ナンバーで表す

（ICRP23等）。 

 

 

４．TFWT（組織自由水トリチウム）と OBT（有機結合型トリチウム） 

 

  ・平衡状態の環境生態系では、 

TFWT濃度は環境中 HTO濃度と等しい平衡状態になる。 

    OBT濃度は環境中 HTO濃度と等しいか、それ以下の分別平衡状態になる。 

         → 濃縮はしない。 

  ・非平衡状態の環境生態系では、取り込みと排出の動的モデルに従い、平衡状態を目指して濃度

変化する。 

 

以上 
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HT       1.8 10-15  
CH3T   1.8 10-13  

 Fast                6.1 10-12 

Moderate 2.1 10-12 

Slow               2.3 10-13 

 
 

 

HTO     1.8 10-11 1.8 10-11 

Tritiated Organics 
            

Fast                6.2 10-12 

Moderate      4.5 10-11 

Slow               2.6 10-10 

 
4.2 10-11 

OBT     4.1 10-11 4.2 10-11 

(Sv Bq)     

  ICRP68(1994) 
      ICRP71(1995) ICRP72(1996) 

   
H-3   HTO TFWT 12.3  1.8 10-11 1.8 10-11 

H-3   OBT 12.3  4.1 10-11 4.2 10-11 

C-14 5730  CO2    6.2 10-12  5.8 10-10 

K-40 1.28E+09  2.1 10-9 6.2 10-9 

Sr-90 29.1  F       2.4 10-8 

M     3.6 10-8 
S       1.6 10-7 

2.8 10-8 

I-131 8.04  F       7.4 10-9 

M     2.4 10-9 
S       1.6 10-9 

2.2 10-8 

Cs-137 30.0  F       4.6 10-9 

M     9.7 10-9 
S       3.9 10-8 

1.3 10-8 

Pu-239 2.41E+04  F       1.2 10-4 

M     5.0 10-5 
S       1.6 10-5 

2.5 10-7 

(Sv Bq)           

ICRP72  
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トリチウム研究会 ～トリチウムとその取り扱いを知るために～ 
講演番号 3 

 

「トリチウムの分離」 

 

小西 哲之 

京都大学 教授 

 

 トリチウムは水素の同位体として、水素と概ね同じ化学的性質を示す。地球上の水素はそのほぼす

べてが酸素と結合して水の状態にあり、トリチウムも容易に水の中に入る。水素の同位体はほかに重

水素があり、これも水の中に存在する。これらはすべて天然に存在していて、地球上の水はふつう重

水素とトリチウムを含み、重水素とトリチウムは環境や生体中の水の中で、水素と同じようにふるま

っている。一方、トリチウムの質量は普通の水素の３倍あり（重水素は２倍）、すべての元素の中で

水素は物理的には同位体の間で最も大きな差がある。 

水素の同位体分離は、したがってすべての同位体分離技術の中で最も容易なものであり、かつ、重

水（重水素と酸素の化合物）の必要性からも、最も古くから開発され、実用化されてきた。トリチウ

ムの分離法も技術的には確立されており、技術的な要求に対して適切な分離法が存在し、利用されて

いる。ただし、同位体分離技術の特性として、媒体中の濃度を上げる/下げることはできるが、純物

質のみを直ちに取り出す、あるいはすべてを直ちに抜き出す、ということはできない。同位体分離で

は、原料である水素同位体の混合物（あるいは水）に対して、重い同位体を抽出するとき、高濃度で

量の少ない流れ（濃縮流）と、その残りで、濃度が低く量がほとんど変わらない流れ（減損流）に別

れるが、後者にあまり大きな濃度の変化はない。 

東京電力福島第一原子力発電所の汚染水も、大量の水の中にトリチウムを含んでいる。他のセシウ

ムやストロンチウムなどの、核分裂生成物に特有な核種を除いた後にもトリチウムは残り、その処理

は近い将来に必要になる。そこで、従来存在している、あるいは比較的短い期間に開発の可能な技術

から、その処理に利用可能性を持つ技術を簡単に概観する。ここでは、この汚染水がきわめて大量で

あり、またこれまでの水素同位体分離例に比べ、最も対象物質（この場合トリチウム）の濃度が薄い、

ということに留意する必要がある。 

大量の水素同位体の分離技術として、実用化された、あるいは実用化の考えられる技術には、蒸留

法、同位体交換法があり、それらが単独あるいは組み合わせて使われる。本報告では、これらの原理、

技術的な特徴について概説する。電解法、熱拡散法、レーザー法など他に多数が知られているが、極

めて少量の例外を除いて現在用いられていない。ほぼすべてが大量媒体の処理に適していない。 

蒸留法には、水の蒸留と水素の蒸留がある。水蒸留は、大量の処理に適するが分離能力が極めて低

く、大量媒体を、常温常圧に近い条件で処理し、濃度をわずかに変える目的以外にほとんど利用でき

ない。一方水素を液化して蒸留する場合には、きわめて大きな分離能力を、比較的少量の水素に対し

て得られるが、極低温を要し、エネルギー消費が大きい。同位体交換法は、重水製造や、重水中のト

リチウム分離に用いられている。比較的大きな分離能力を比較的大量の水に対して得られるが、福島

汚染水に比較すれば、これまでの例は濃度範囲ははるかに高く、また量的には小さい。いずれも、大

型設備、大量媒体処理に伴うエネルギー、期間を要する。 

これらの可能な方法の選択について重要なことは、得られた濃縮側・減損側のそれぞれに処分、管

理の上でリスクが伴うので、濃度と利用・処分方法に応じた適切な分離方法を選ぶことである。これ

までの例では、高濃度側は再利用、金属水素化物保管、固化など、低濃度側は再利用、大気放出、海

洋放出などが行われている。特に減損側となる低濃度のトリチウム水に対しては、放出限度や自然環

境、生活環境でのトリチウム濃度との関係に留意して処分法を考える必要がある。 
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P(H2O) 23.756 149.38 355.1 760 

P(HTO) 21.7 141.5 341.3 738.8 

P(H2O)/P(HTO) 1.095 1.056 1.040 1.029 
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M. Glugla et al., Fusion Eng. Des., 82, 472-487 (2007). 
Y. Iwai et al., Fusion Sci. Technol., 41, 1126-1130 (2002).
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トリチウム研究会   ～トリチウムとその取り扱いを知るために～ 

講演番号 4 

 
「規制と管理」 

 
小野寺 淳一 

(独)日本原子力研究開発機構 

 

1. はじめに 
 トリチウムは、γ線を放出せず最大 18.6keV の低エネルギーのβ線のみを放出する核種であ

り、外部被ばくの防護は必要なく、内部被ばくの防護のみを考慮する必要がある核種である。

また環境中では、気体（水素、水蒸気、メタン等）又は液体（トリチウム水）等の様々の形態

で存在する。 
2. トリチウムに関する規制 
 原子炉等規制法では、トリチウムを単独で、あるいは特別な規制対象とすることはなく、他

の核種による内部被ばく及び外部被ばくを含めて放射線業務従事者、一般公衆の線量限度を超

えないように管理を行うことが要求される。 
トリチウムの管理の特徴としては、化学形（元素状水素、水、有機物等）によって単位摂取

量あたりの線量（実効線量係数（mSv/Bq））が大きく異なる（水の実効線量係数は、元素状水

素の 10,000 倍）ことがある。ICRP の代謝モデルでは、トリチウム水を吸入又は経口摂取した

場合、水の生物学的半減期を 10 日としているが、一部のトリチウムは有機物に取り込まれ、

生物学的半減期が 40 日で減衰するとして線量係数の評価が行われており、我が国の法令でも

この値が使われている。なお、ICRP では年齢による代謝や体格の違いを考慮した年齢別の線

量係数も評価しており、トリチウム水の 3 ヶ月の乳児に対する線量係数は、成人の約 4 倍とな

っている。 
 原子炉等規制法関係法令では、周辺監視区域外での実効線量限度を 1 年間で 1mSv と定めて

おり、原子力施設に起因する外部被ばく及び内部被ばくの合計を 1mSv以下とする必要があり、

トリチウムによる内部被ばくもこの中に含む必要がある。一方、発電用原子炉施設では、「線量

目標値に関する指針」に基づき、環境へ放出される放射性物質による施設周辺の公衆の実効線

量を年間 50 マイクロシーベルト以下とする目標が設定されており、これを担保するため、ト

リチウムを含めて核種毎の年間の放出量が設定されており、保安規定に放出管理目標値として

記載され、遵守されている。 
3. トリチウムの管理 
 原子力施設におけるトリチウムの管理としては、施設から環境へ放出されるトリチウムの測

定、施設内のトリチウムの測定、放射線業務従事者の内部被ばく管理がある。 
 気体廃棄物中のトリチウム濃度の測定は、連続監視が必要な場合には通気型電離箱式ガスモ

ニタを用いるが、検出下限値を下げる場合、モレキュラーシーブス等による固体捕集法により

サンプリングし、回収した水を液体シンチレーションカウンタにより測定する。施設内の空気

中濃度の測定にはガスモニタの他、コールドトラップ、バブラー等を用いたサンプリング法が

用いられることもある。 
トリチウムの表面密度の測定は、グリセリンを含浸させたスミアろ紙を用いた拭き取り法が

用いられることが多いが、対象物の表面状態によってはトリチウム用のサーベイメータを用い

ることも可能である。トリチウムによる内部被ばくは、尿中トリチウム濃度あるいは、呼気中

トリチウム水濃度から評価される。 
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トリチウム研究会   ～トリチウムとその取り扱いを知るために～ 

講演番号 5 

 
「原子力施設におけるトリチウムの取り扱い経験」 

 

白鳥 芳武 

(独)日本原子力研究開発機構 

 

 原子力発電所の長期間運転に伴い、原子炉で使用している減速材（重水）や反応度制御材（ホウ酸）

等の中性子照射によりトリチウムが生成されるが、特に重水炉においては重水素の放射化によってト

リチウムが重水中に生成され、高濃度に蓄積されることから、トリチウムによる被ばく管理や放出管

理が重要である。 

新型転換炉「ふげん」（以下、「ふげん」という）におけるトリチウム放出量は、海外の重水炉に比

べ十分に低い値であるうえに国内の軽水炉と比べても概ね同等以下となっており、「ふげん」は長年

にわたるトリチウムの取扱いについて十分な知見と実績を積み重ねてきた。 

 「ふげん」は、発電用原子炉として我が国独自の技術で開発されたものであり、福井県敦賀市に重

水減速沸騰軽水冷却圧力管型の原子炉（電気出力 16 万 5 千 kW）として、昭和 54 年に建設され、軽

水炉並みの稼働率である約 62%を達成した後、平成 15 年に約 25 年間にわたる運転を終了し、現在、

廃止措置を行っている。この原子炉の重要な特性として、軽水炉で使用されている低濃縮ウランだけ

でなく、プルトニウムを混合したＭＯＸ燃料も柔軟に使用できるという点がある。 

減速材として使用している重水は常に高純度に維持する必要があるが、定期検査時において、重水

中の不純物を除去するためのイオン交換樹脂の交換やポンプ等の機器類の点検において純度の低下

した重水が発生する。これらの重水は全量回収し、99.7％以上の濃度に再濃縮（精製）のうえ使用さ

れる。「ふげん」では、この精製のために２種類の原理の異なる精製装置（重水精製装置Ⅰ（水電解

法）及び重水精製装置Ⅱ（同位体交換法））が開発され、劣化した重水の精製を行ってきた。 

重水中に生成されたトリチウムは長期間の運転に従い、徐々にその濃度が上昇し、約 25 年間の運

転により約 250ＭBq/cm3という濃度に達したものである。このため、トリチウムによる被ばく低減や

放出量低減対策のために、機器類からの漏えい防止のための設備対応や作業時におけるグリーンハウ

ス等による漏えい・拡散防止など、ハード面のみならずソフト面において様々な対策と管理を行って

きた。 

回収・再利用が困難な微量の重水については希釈して海洋放出されるが、それに含まれるトリチウ

ムについては、保安規定に定められた管理目標値等を十分下回ることを常に確認するなど、安全管理

を徹底してきた。 

現在、ほとんどの重水は原子炉から回収された状態にあり、トリチウムを含む重水が漏えいする恐

れは、運転中に比べて大幅に低減している。今後、廃止措置を進める中で、原子炉や重水系の解体作

業を行う予定であり、これらの解体にあたっては、事前にトリチウムの除染を十分に実施する他、作

業員の被ばく低減のための管理を徹底するなど安全な作業管理に努めていく。 
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トリチウム研究会   ～トリチウムとその取り扱いを知るために～ 

講演番号 6 

「福島第一原子力発電所の汚染水の現状と汚染水中のトリチウム 

日本原子力学会「福島第一原子力発電所事故に関する調査委員会」報告より 

内田 俊介 

   元東北大学 教授 

１．はじめに 

日本原子力学会「福島第一原子力発電所事故に関する調査委員会」の特徴の一つは、各調査を現

在学会内に１8ある部会単位で受け持ち、各部会の総力を結集して、検討、評価し、委員会として

の明確な結論導出を図った点にある。関連する電力、メーカがライン業務として真摯に福島事故対

応にあたっており、学会活動とはいえ、特別の予算もない状況で、軽々しく対応できるほど容易な

課題ではない。汚染水の評価にあたっては、水化学技術のひとつの特徴である冷却系に係わるシス

テム評価技術を生かし、東電ほかのウエブサイト上に継続的に公開されている冷却水、汚染水関連

データを用いて、発電所内で増え続けている汚染水の発生源、発生量の把握に努めると共に、今後

の汚染水の放射能予測を行って、発電所としての総合リスク軽減のため取るべき方向を求めた。 

２．核分裂生成物の放出 

燃料溶融に伴って発生する放射性核分裂生成物（以下 FP, fission products と略記する）は、

事故直後約 1週間に冷却水中に放出される短期 FPソースタームとさらに長期にわたって放出され

続ける長期 FPソースタームに分類される。汚染水中のセシウム-137他の FPの放射能は、事故か

ら約１年は、事故直後に炉水中に放出された FP（短期 FPソースターム）で決まり、セシウム除去

装置などの稼働により減少の一途をたどる。1.5年ほど経過すると原子炉ほかからの FPの追加溶

出（長期 FP ソースターム）の結果、汚染水中の放射能は減少せず、ほぼ一定値を保つ。 

セシウムなどの FPとトリチウムの燃料体中での蓄積量は、原子燃料の燃焼計算コード ORIGEN

で求められる。汚染水の放射能の経時変化データから、両者の短期と長期のソースターム比率を求

めた。セシウムについては燃料体に蓄積されたものの約 50%が短期ソースタームとなるのに対して、

トリチウムでは約 26%となる。過酷事故解析（SAMPSONコードによる解析）においては、セシウム

の燃料体から冷却水への放出量は、揮発性 FPの初期溶出量として燃料温度の関数として定量化さ

れ、1-3 号機の平均では測定値とほぼ一致する。一方、トリチウムについてはこれまで明確な定量

化は行われていないが、UO2 の溶融率にほぼ相当するものと考えることが出来る。 

汚染水のもっとも根本的な対策は、格納容器の封水にあり、汚染水の総量の低減と閉じ込め、そ

して効果的な浄化が必須であるが、残念ながら漏洩箇所の特定とその封水は今後の課題である。 

多核種除去設備 ALPS ほかの汚染水処理に係る設備は、小さなトラブルが報告されることはある

が、着々と整備されつつあり、トリチウム以外の核種については、告知濃度限界値以下に低減する

ことが可能であるが、トリチウムはこれらの除去設備での除去ができない。 

トリチウムへの対応としては、核融合工学部会と協力して、解析、評価し、希釈、監視放出を中

心とする対応策を提案した。この実施のためには、今後様々な準備が必要で、 (1) 希釈およびモ

ニタリングのハード化の推進と地元自治体他への十分な事前説明が必要であり、(2) 風評被害を最

小限に食い止めるための準備が不可欠である。 

３．まとめ 

 １）汚染水中のトリチウムを含む放射能の現状を把握し、今後の推移を予測した。 

 ２）トリチウム以外の FP については、多核種除去設備 ALPSほかを駆使して、除去を徹底すること

が必須である。 

 ３）トリチウムについては、工学的な視点から、希釈、監視放出が現実的と考える。 
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